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自治体病院経営の現状と課題
―地方独立行政法人化の有効性の検証―
原 彰二郎
Ⅰ はじめに
平成23年度において、地方公営企業法を適用する病院事業数は652であり、これらの
事業が有する病院（以下、「自治体病院」とする。）数は863である1。自治体病院は、通
常の医業収入だけでは採算性を確保できないとされている政策医療を実施している。当該
医療における不採算部分に対して、自治体の一般財源から繰出金による補てんが行われて
いる。しかしながら、44.4％の自治体病院は、繰出金を含めてもなお赤字となっており、
自治体病院が赤字体質であることが分かる2。近年、その赤字額が増加しているため、効
率的な経営が意識されるようになっている。
一方で、国は、平成19年の財政健全化法（「地方公共団体の財政の健全化に関する法
律」）や「公立病院改革ガイドライン 3」において、各自治体病院に対して、経営形態の
見直し等による経営改善を求めている。
そこで、本稿では、経営形態の見直しの中で地方独立行政法人化に着目し、6法人の事
例を挙げながら、その有効性を検証する。
Ⅱ 自治体病院が経営悪化に陥る原因
１ 政策医療の担い手
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1 自治体病院経営研究会（2013）、p53。
2 自治体病院経営研究会（2013）前掲注1、p67。
3 総務省（2007）「公立病院改革ガイドライン」総務省ホームページよりダウンロード
（http:/www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/guidline.html）。
政策医療とは、へき地・不採算地区医療、精神・結核医療、高度先進医療等のことをい
う4。政策医療の担い手としての役割を果たすためにやむを得ず赤字となる部分に対して、
自治体の一般会計から病院事業会計へ繰出金が計上されている。ところが、近年は地方財
政全般において悪化が続いており、病院財政への繰り出しを抑える傾向が多く見られる5。
２ 権限の不明確性
自治体病院の人事異動の権限は本庁の人事部局が握っており、また、予算については本
庁の財政部局が差配するのが通例であるため、どちらも病院長に権限はない。一方、自治
体が病院長らの人事権を握っているわけでもない。開設者は大学の医局から病院長や医師
を派遣していただいている立場にあり、病院長や医師に不満があっても解任を強行すれば
医師の総引き揚げに遭いかねないからである6。病院経営の権限や責任を誰が持つわけで
はなく、曖昧な形で運営されているのが現状である。
３ 高い人件費比率
医業収益に対する職員給与費の比率は、一般的に民間病院においては45％から50％が
経営上の目安とされているのに対し、自治体病院は55.5％と高い水準にある7。自治体病
院は、年功序列型賃金制度に加え、給食業務等の現業部門が正規職員により行われている
例もある。また、自治体病院における医師以外の従事者の給与が、民間病院と比較して全
体的に高い8。
４ 非効率な経営
自治体病院の事務職員は、数年で自治体へ帰るため、病院経営のノウハウが蓄積されず、
効率的な経営ができない。一般に、当該事務職員は、「物品の購入は財務規則に則って行
われてさえいればよい、その価格は考えなくてもいい」と考えやすく、他の医療機関から
見れば、非常に高い価格で物品を購入している9。
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4 堀真奈美（2007）No.36、p61。
5 上林得郎（2009）、p32。
6 堀真奈美（2007）前掲注4、p66。
7 目貫誠（2008）、p69。
8 堀真奈美（2007）前掲注4、p71。
9 伊関友伸（2007）、p134。
５ 医師不足
わが国で医師不足が顕著になったのは、平成16年度より施行された新臨床研修制度導
入以降である。臨床研修医の研修先が大都市の総合病院に集中し、研修終了後も大学の医
局に戻らないケースが続出した。その結果、派遣先の自治体病院等から医師が大学に引き
上げられ、自治体病院は診療科の休止等により、経営悪化に陥っている。ただし、医師不
足を解消するためには、各病院の取り組みよりも国の制度改革に依るところが大きいため、
詳細は他稿に委ねたい10。
６ 診療報酬の引き下げ
診療報酬体系は原則として2年に一度、改定される。改定の基本は物価上昇や人件費
の増大に対応した点数の引き上げであるが、近年の診療報酬改定は実質のマイナスとなっ
ている。これは、経済の低成長と年々増加する国民医療費に対する医療費抑政策によるも
のである。当該事項についても詳細は他稿に委ねることとする11。
Ⅲ 経営形態の多様化
地方自治法の一部改正に伴い、平成15年9月から指定管理者制度が導入され、また、
平成16年4月には地方独立行政法人法が施行された。経営の自由度が公営企業に比べて
高い地方独立行政法人への移行や、民間事業者のノウハウを活かすことのできる指定管理
者制度の導入が徐々に進むなど、自治体病院において経営形態の多様化が進んでいる。
一方で、総務省は、「公立病院改革ガイドライン」を公表し、経営の効率化、再編・ネッ
トワーク化、経営形態の見直しの3つの視点に立って、抜本的な経営改革に取り組むこ
とを求めている。この中で、地方公営企業法の一部適用から、地方公営企業法の全部適用、
地方独立行政法人化、PFI方式、指定管理者制度、民間譲渡等への経営形態の見直しを提
起している。
１ 再編・統合
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10 例えば、上林得郎（2009）前掲注5、pp1 36を参照されたい。
11 例えば、衣笠陽子（2013）、p39を参照されたい。
平成24年3月現在、4団体で導入されている。自治体ごとに単独の病院を経営するの
ではなく、自治体が共同して地方独立行政法人を設立する等により、1つの経営主体が広
域的に複数の病院を経営し、統一的な判断の下に再編・ネットワーク化を進めることが可
能になる。
２ 地方公営企業法の全部適用
平成24年3月現在、192事業354病院で導入されている。地方公営企業法の全部適用
は、地方公営企業法の財務に関する規定だけでなく、組織および職員の身分取扱に関する
規定をすべて適用することをいう。全部適用により、病院事業管理者が置かれ、権限と責
任が与えられて病院経営が行われることになる。よって、事業管理者がリーダーシップを
発揮し、組織的な経営改善・改革に取り組みやすくなる。ただし、地方公営企業法が適用
されることに変わりはない。
３ 地方独立行政法人化
平成24年3月現在、30法人56病院で導入されている。地方独立行政法人は、地方自
治体から独立した法人として、中期計画の範囲内で法人の長に広範な権限が付与されると
同時に、経営責任も明確になる。運営面においては、予算・財務・契約、職員定数・人事
などの面で地方公営企業法の全部適用よりも自由度が高い。診療報酬改定や患者数の増減
などの環境変化に迅速に対応できる。
４ 指定管理者制度
平成24年3月現在、67事業67病院が導入している。指定管理者制度は、自治体の設
置する病院・スポーツ施設などの公共施設の管理運営を民間企業や団体に委ねる制度であ
る。自治体病院においても、施設管理の一部だけでなく、医療業務全般を包括的に指定管
理者に委任できることになった。ただし、現行法では、医療法第7条等の病院運営の非
営利の原則が優先されることから、自治体病院運営の指定管理者に株式会社が参入するこ
とはできない。
５ PFI（PrivatefinanceInitiative）
平成21年4月1日現在におけるPFI方式の導入数は40事業であり、病院事業数は10
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事業となっている。自治体は、PFIで事業を請け負う特定目的会社（SPC）と契約を結
び、建設・運営にかかる費用を長期分割で支払う。現在は、医療法7条等の非営利の原
則により、病院運営の全部について株式会社であるSPCと契約することはできない。ま
た、先行例である高知PFIや近江八幡PFIでは、PFI契約が解除されており、導入は慎
重に検討されるべきであると思われる12。
６ 民間譲渡
平成14年から平成24年3月までにおいて、25事業31病院で実施されている。自治
体が公的運営を断念し、経営を民間の医療法人等に譲渡する手法である。病院の経営状態
が著しく悪化したり、開設者である自治体側に経営継続ができない大きな事情が発生した
場合に行われることが多く、消極的な経営形態の転換の側面が強い13。
Ⅳ 地方独立行政法人化の有効性と各経営形態の比較
１ 各経営形態の比較
本章では、第Ⅲ章で挙げた各経営形態間の比較を行う。ただし、PFIについては、医療
周辺業務についてのみの委託であり、事例も少ないため、比較対象としない。また、民間
譲渡については、積極的な経営改善の手法とは言いがたいため、比較対象としない。
したがって、地方公営企業法の全部適用、地方独立行政法人化および指定管理者制度に
ついて、各経営形態の比較を行う。この比較は、後述の（1）から（6）のとおり、山口県
（2008）が地方独立行政法人化のメリットとして掲げた6つの視点によって行う14。
（1）不採算医療に対する経費の確保
地方公営企業法の全部適用では、他会計繰入金として県の一般会計が負担するため、現
行と変化はない。地方独立行政法人では、設立主体である自治体が運営費交付金等として
負担するため、実質的には現行と変化はない。指定管理者制度では、指定管理者に支払う
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12 長隆（2008）、p10。
13 長隆（2008）前掲注12、p9。
14 山口県立病院改革プラン策定検討懇話会（2008）、pp1 7。
委託料や補助金等により担保するため、金額によっては不利益が生じる可能性がある。
（2）経営責任の明確化
地方公営企業法の全部適用では、事業管理者が経営に関する権限を有するが、自治体の
方針に基づくため、実態として制約を受け、現行と変化はない。地方独立行政法人では、
自治体が指示する中期目標の下、自らが定める中期計画、年度計画に従い事務を実施し、
業務の計画、実行、結果に対して責任を持つ。よって、経営責任の明確化を図ることがで
きる。指定管理者制度では、指定条件に従い病院の管理運営を行うとともに、業務の実施
について責任を負う。
（3）独自の給与規定
地方公営企業法の全部適用では、独自の給与制度を設けることは可能であるが、原則と
して同一又は類似の地方公共団体の職員等の給与等を考慮することとなっているため、実
質的には現行と変化はない。地方独立行政法人では、法人が独自の給与制度を設けるため、
経営状況や職員の業績をより反映させることができる。指定管理者制度では、独自の給与
規定を構築することが可能である。
（4）必要な医療スタッフの増員
地方公営企業法の全部適用では、職員の任命は事業管理者が行うが、県の組織定数管理
の対象となるため、現行と変化はない。地方独立行政法人では、県の組織定数管理の対象
外となり、法人の判断で柔軟な人員配置が可能となる。指定管理者制度では、指定管理者
たる医療法人が、業務遂行に必要な範囲で病院職員を雇用することで、柔軟な人員配置が
可能となる。
（5）柔軟な予算執行によるコストの適正化
地方公営企業法の全部適用では、予算単年度主義など地方自治法の規定が適用されるた
め、現行と変化はない。地方独立行政法人では、独自の会計規定により運営を行う。中期
目標、中期計画が3～5年を対象として策定されるために、予算単年度主義が緩和される。
指定管理者制度では、指定管理者たる法人の会計規定により運営を行うため、弾力的な予
算執行が可能である。
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（6）病院の経営管理におけるノウハウの蓄積
地方公営企業の全部適用では、事業管理者には人事に関する権限が付されているが、事
務職員については県全体で人事異動が行われるため、一部適用の場合と差異はない。地方
独立行政法人では、法人が事務職員を直接採用・雇用することができるため、病院の経営
管理に精通した事務職員の育成が可能となる。指定管理者制度では、指定管理者たる医療
法人等が事務職員を雇用するため、事務職員にノウハウが蓄積され、病院の経営管理に活
かすことができる。
以上（1）から（6）をまとめると、表1のとおりとなる。
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表１ 各経営形態の比較
※一部適用と比較して、「＝」：変化なし、「○」：柔軟な対応が可能、「△」：不利益が生じる可能性がある
［出典］山口県立病院改革プラン策定検討懇話会（2008）「各経営形態のメリット・デメリット」を加筆修正
表２ 経営悪化に陥る原因と地方独立行政法人化のメリット
２ 地方独立行政法人化のメリット
前述の（1）から（6）の各項目と、第Ⅱ章で取り上げた、自治体病院が経営悪化に陥
る原因（医師不足及び診療報酬の引き下げを除く）とを対応させると、表2のとおりと
なる。すなわち、経営悪化に陥る原因に対して地方独立行政法人化のメリットが発揮され
れば、当該原因を克服できると考えられる。
３ 地方独立行政法人化のメリットと評価指標
次に、地方独立行政法人化のメリットを評価する指標を考える。各メリットに対して、
評価指標を原則として1つ選択すると、表3のようになる。第Ⅴ章以降では、地方独立
行政法人化した自治体病院の事例を取り上げ、当該指標をもとに地方独立行政法人化の有
効性を検証する。
Ⅴ 事例による検証 その1：地方独立行政法人大阪府立病院機構
１ 概要
大阪府では、急性期・総合医療センター（一般734床、精神44床）、呼吸器・アレル
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表３ 地方独立行政法人化のメリットと評価指標
［出典］大阪府地方独立行政法人評価委員会（2007）「地方独立行政法人大阪府立病院機構 平成18年度
の業務実績に関する評価結果」をもとに筆者作成
ギーセンター（一般440床、結核200床）、精神医療センター（精神592床）、成人病セ
ンター（一般500床）、母子保健総合医療センター（一般375床）の5病院を、地方公営
企業の一部適用により運営してきた。厳しい経営環境の中、5病院の診療環境を見直すと
ともに、運営形態については、平成18年4月1日から都道府県立の病院としては初めて
地方独立行政法人に移行した。職員の身分形態は、公務員型である。現在は、非公務員型
への移行が検討されている。
２ 評価結果
法人全体の評価結果は表4、成人病センターの評価結果は表5、母子保健総合医療セン
ターの評価結果は表6のとおりである。本事例においては、①から⑥全ての項目につい
て、地方独立行政法人化の有効性を確認することができた。
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表４ 法人全体
Ⅵ 事例による検証 その2：地方独立行政法人神奈川県立病院機構
１ 概要
神奈川県立病院は、平成22年4月1日に地方独立行政法人神奈川県立病院機構へ移行
した。当該法人が運営する病院は、足柄上病院（264床）、こども医療センター（419床）、
精神医療センター（芹香病院、せりがや病院）（388床）、がんセンター（415床）、循環
器呼吸器病センター（239床）の5病院である。神奈川県立汐見台病院は、すでに指定管
理者制度を導入していたため、当該法人に移行していない。職員の身分形態は、非公務員
型である。
２ 評価結果
法人全体の評価結果は表7、がんセンターの評価結果は表8、循環器呼吸器病センター
の評価結果は表9のとおりである。本事例においては、③人件費の節減及び⑤材料費の
節減を除く各項目について、地法独立行政法人化の有効性を確認できた。
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表５ 成人病センター
表６ 母子保健総合医療センター
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表７ 法人全体
※臨床研修医数は確認できなかった。
表８ がんセンター
表９ 循環器呼吸器病センター
Ⅶ 事例による検証 その3：地方独立行政法人神戸市民病院機構
１ 概要
地方独立行政法人神戸市民病院機構は、平成21年4月1日に設立された。中央市民病
院（700床、うち感染症10床）及び西市民病院（358床）の2病院からなる法人である。
中央市民病院は、平成23年度に新病院へ移転している。職員の身分形態は、非公務員型
である。
２ 評価結果
法人全体の評価結果は表10、中央市民病院の評価結果は表11、西市民病院の評価結果
は表12のとおりである。本事例においては、①から⑥のすべての項目について、地方独
立行政法人化の有効性を確認できた。
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表10 法人全体
Ⅷ 事例による検証 その4：地方独立行政法人静岡県立病院機構
１ 概要
地方独立行政法人静岡県立病院機構は、平成21年4月1日に設立された。当該法人が
運営する病院は、総合病院（一般620床、結核100床）、こころの医療センター（精神
280床）及びこども病院（一般279床）の3病院である。静岡県立静岡がんセンターは、
平成14年の開設時より地方公営企業法を全部適用しており、当該法人に移行していない。
職員の身分形態は、非公務員型である。
２ 評価結果
法人全体の評価結果は表13、総合病院の評価結果は表14、こども病院の評価結果は表
15のとおりである。本事例においては、①から⑥のすべての項目について、地方独立行
政法人化の有効性を確認できた。
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表11 中央市民病院
表12 西市民病院
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表13 法人全体
※後期臨床研修医数及び平成20年度臨床研修医数は確認できなかった
表14 総合病院
表15 こども病院
Ⅸ 事例による検証 その5：地方独立行政法人筑後市立病院
１ 概要
筑後市立病院は、平成23年4月1日、地方独立行政法人筑後市立病院（一般231床、
感染症2床）へ移行した。職員の身分形態は、非公務員型である。
２ 評価結果
筑後市立病院の評価結果は表16のとおりである。本事例においては、⑤材料費の節減
を除く各項目について、独立行政法人化の有効性を確認できた。
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表16 筑後市立病院
Ⅹ 事例による検証 その6：地方独立行政法人山口県立病院機構
１ 概要
地方独立行政法人山口県立病院機構は、平成23年4月1日に設立された。当該法人が
運営する病院は、総合医療センター（一般490床、感染症14床）及びこころの医療セン
ター（精神180床）の2病院である。職員の身分形態は、非公務員型である。
２ 評価結果
法人全体の評価結果は表17、総合医療センターの評価結果は表18のとおりである。本
事例においては、③人件費の節減を除く各項目について、地方独立行政法人化の有効性を
確認できた。
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表17 法人全体
※平成22年度後期臨床研修医数は確認できなかった
 総括
事例による検証を行った6法人の評価結果をまとめると、表19のとおりである。
表19のとおり、6法人すべてにおいて、「資金収支の健全化」について地方独立行政法
人化の有効性を示す結果が得られた。「人件費の節減」及び「材料費の節減」については、
それぞれ2法人において有効性を示す結果が得られなかった。給与体系を見直し、診療
材料等の購入を複数年契約にし、後発医薬品の使用促進を図る等の取り組みがなされてい
るが、職員給与比率及び材料費比率は、医業収益に対する割合であるため、医業収益の確
保も重要となる。しかし、資金収支全体で考えれば、6法人で黒字が増加しており、経営
は改善している。その他の評価指標については、6法人で地方独立行政法人化の有効性を
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表18 総合医療センター
表19６法人の評価結果
※有効性を示す結果が得られた場合：「○」、有効性を示す結果が得られなかった場合：「×」
示す結果が得られた。
以上より、地方独立行政法人化は経営形態の変更手段として有効であると結論付けられ
る。
 おわりに
本稿では、自治体病院の地方独立行政法人化に着目し、6法人の事例を挙げてその有効
性を検証した。その結果、地方独立行政法人化は経営形態の変更手段として有効であるこ
とを示せた。ただし、各自治体病院に求められる役割は異なるため、重視すべき評価指標
を適切に選択しなければならない。例えば、広域のがん診療拠点であれば、がんの手術件
数等が重要な指標となるし、地域に密着した検診拠点であれば、検診件数等が重要な指標
となるであろう。
当該6法人は、いずれも地方独立行政法人化により経営改善を果たしているが、地域
住民に安心した医療を提供し続けるために、現在の取り組みを継続・発展させていかなけ
ればならない。
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